蒲郡市よろず相談員設置要綱

（目　的）

第1条 市民の身近に起こる問題について適切な助言と指導を行ない安

　定した市民生活と福祉の向上を図るためよろず相談員（以下「相談員」

　という。）を置く。

（職　務）

第2条 相談員は、次の各号に掲げる職務を行なうものとする。

　１　市政に関する苦情、要望、意見等の相談に応じ、処理すること。

　２　市民の心配、困りごと等の相談に応じ、処理すること。

　３　その他、他官公庁に属する事項についても、市政に準じ相談に応じ処理すること。

（委　嘱）

第3条 相談員は、前条に規定する職務を行なうために社会的信望があり、

　かつ必要な学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。

（委嘱の期間）

第4条 相談員の委嘱期間は、３年とする。ただし再任を妨げない。

２　欠員により補充された相談員の任期は、前任者の残任期間とする。

（身　分）

第5条 相談員は、蒲郡市の非常勤の特別職とする。

（勤　務）

第6条 相談員は、市長の指定した日に相談に応ずるものとする。ただし、自宅における相談は随時に行なうものとする．

第7条 相談員は、相互に協力して任務の遂行につとめなければならない。

２　相談員は、相談に応じた場合には、その概要および処理経過を市長に報告しなければならない。

３　相談員は、職務上知り得た秘密をもらしてはならない。

（解　職）

第8条 市長は、相談員が次の各号の一に該当する場合においては、第４条の規定にかかわらず解職することができる。

　１　心身の故障のため職務の遂行に支障があり、またはこれに堪えられない場合。

　２　第７条の規定に違反した場合。

　３　相談員たるにふさわしくない行為のあった場合。

（報　酬）

第9条 相談員の報酬については、市長が別に定める。

（費用弁償）

第１０条　相談員が職務のため旅行した場合の費用弁償は、蒲郡市職員の旅費に関する条例（昭和２９年蒲郡市条例第１５号）第１４条の規定に基づき、市長が別に定める．

（災害補償）

第１１条　相談員の職務上における負傷疾病、廃疾または死亡に対しては、蒲郡市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年蒲郡市条例第２２号）に定めるところにより、災害補償を行なう。

（委　任）

第１２条　この要綱に定めるもののほか相談員に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

１　この要綱は、昭和５４年６月１５日から施行する。

